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資料 1-59 

災害時における情報発信等に関する協定書 

 

向日市（以下「甲」という。）とヤフー株式会社（以下「乙」という。）は、地震、風水害などの

災害が発生した場合又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）における情報発信等

に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時に甲が市民に対して必要な情報を迅速に提供し、 

かつ行政機能の低下を軽減させるため、乙と協力して様々な取組みを行うことを目的とする。 

（取組み） 

第２条 この協定における取組みの内容は次の中から、甲乙の協議により具体 

的な内容及び方法について合意が得られたものを実施するものとする。 

（１） 乙が、甲の運営するホームページの災害時のアクセス負荷の軽減を目的として、キャッシュ

サイトをヤフーサービス上に掲載し、一般の閲覧に供すること。 

（２） 甲が、市内の避難所等の防災情報を乙に提供し、乙が、これらの情報を平常時からヤフーサ

ービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

（３） 甲が、市内の避難勧告、避難指示等の緊急情報を乙に提供し、乙が、これらの情報をヤフー

サービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

（４） 甲が、災害発生時の市内の被害状況、ライフラインに関する情報及び避難所におけるボラン

ティア受入れ情報を乙に提供し、乙が、これらの情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、

一般に広く周知すること。 

（５） 甲が、市内の避難所等における必要救援物資に関する情報を乙に提供し、乙が、この必要救

援物資に関する情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

（６） 甲が、市内の避難所に避難している避難者の名簿を作成する場合、乙が提示する所定のフォ

ーマットを用いて名簿を作成すること。 

２ 甲及び乙は、前項各号の事項が円滑になされるよう、お互いの窓口となる連絡先およびその担当

者名を相手方に連絡するものとし、これに変更があった場合、速やかに相手方に連絡するものとす

る。 

３ 第１項各号に関する事項及び同項に記載のない事項についても、甲乙で適宜協議を行い、決定し

た取組みを随時実施するものとする。 

（費用） 

第３条 前条に基づく甲及び乙の対応は別段の合意がない限り無償で行われる 

ものとし、それぞれの対応にかかる旅費・通信費その他一切の経費は、各自が負担するものとする。 

（情報の周知） 

第４条 乙は、甲から提供を受ける情報について、甲が特段の留保を付さない 

限り、この協定の目的を達成するため、乙が適切と判断する方法（提携先への提供、ヤフーサービ

ス以外のサービス上での掲載等を含む）により、一般に広く周知することができる。ただし、乙は、

この協定の目的以外のために二次利用をしてはならないものとする。 

（公表） 

第５条 この協定の締結の事実及び内容を公表する場合、甲及び乙は、その時 

期、方法及び内容について、両者で別途協議のうえ、決定するものとする。 

（期間） 
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第６条 この協定の有効期間は、協定締結日から１年間とし、期間満了前まで 

にいずれかの当事者から他の当事者に対し期間満了によって本協定を終了する旨の書面による通

知がなされない限り、さらに１年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。 

（協議） 

第７条 この協定に定めのない事項及び協定に関して疑義が生じた事項につい 

ては、甲及び乙は、誠実に協議して解決を図る。 

 

この協定締結の証として本書２通を作成し、甲と乙それぞれ記名押印のうえ、各１通を保有する。 

 

令和２年１２月２１日 

 

甲 京都府向日市寺戸町中野２０番地 

     

向日市長     

     

乙 東京都千代田区紀尾井町１番３号 

ヤフー株式会社 

代表取締役  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


